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【制定文関係】 

 

○ 都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号） 抄 

（民間都市機構の行う都市再生事業支援業務） 

第二十九条 民間都市機構は、民間都市開発法第四条第一項各号に掲げる業務及び民間都市開発法

第十四条の八第一項の規定により国土交通大臣の指示を受けて行う業務のほか、民間事業者によ

る都市再生事業を推進するため、国土交通大臣の承認を受けて、次に掲げる業務を行うことがで

きる。 

一 認定事業として公共施設（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第六項の都市計画

施設、同法第十二条の四第一項第一号の地区計画で同法第十二条の五第三項に規定する再開発

等促進区を定めるものに関する都市計画においてその配置及び規模が定められた同条第五項

第二号の施設又は港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）第三条の三第一項に規定する港湾

計画において定められた同法第二条第五項の港湾施設であるものに限る。）の整備に関する事

業であって政令で定めるものを施行する認定事業者に対し、当該事業の施行に要する費用に充

てる資金の一部を無利子で貸し付けること。 

二 次に掲げる方法により、認定事業者の認定事業の施行に要する費用の一部（公共施設並びに

これに準ずる避難施設、駐車場その他の建築物の利用者及び都市の居住者等の利便の増進に寄

与する施設（次号及び第七十一条第一項第一号において「公共施設等」という。）の整備に要

する費用の額の範囲内に限る。）について支援すること。 

イ 認定事業者（専ら認定事業の施行を目的とする株式会社又は合同会社に限る。）に対する

出資又は認定事業者（専ら認定事業の施行を目的とする株式会社又は合同会社に限る。）が

発行する社債の取得 

ロ 専ら、認定事業者から認定事業の施行により整備される建築物及びその敷地（以下「認定

建築物等」という。）を取得し、当該認定建築物等の管理及び処分を行うことを目的とする

株式会社、合同会社若しくは特定目的会社（資産の流動化に関する法律（平成十年法律第百

五号）第二条第三項に規定する特定目的会社をいう。以下同じ。）に対する出資又は当該株

式会社、合同会社若しくは特定目的会社が発行する社債の取得 

ハ 不動産特定共同事業法（平成六年法律第七十七号）第二条第二項に規定する不動産取引（

認定建築物等を整備し、又は整備された認定建築物等を取得し、当該認定建築物等の管理及

び処分を行うことを内容とするものに限る。）を対象とする同条第三項に規定する不動産特

定共同事業契約に基づく出資 

ニ 信託（受託した土地に認定建築物等を整備し、当該認定建築物等の管理及び処分を行うこ

とを内容とするものに限る。）の受益権の取得 

ホ イからニまでに掲げる方法に準ずるものとして国土交通省令で定める方法 



三 次に掲げる債務を保証すること。ただし、認定事業者が認定事業として施行する公共施設等

の整備に要する費用の額に相当する額の範囲内に限る。 

イ 認定事業者が認定事業の施行に要する費用に充てるために行う資金の借入れ又は社債の

発行に係る債務 

ロ 認定事業者からの認定建築物等の取得に要する費用に充てるため、前号ロに規定する株式

会社、合同会社若しくは特定目的会社が行う資金の借入れ又は当該株式会社、合同会社若し

くは特定目的会社が行う社債の発行に係る債務 

四 認定事業者に対し、必要な助言、あっせんその他の援助を行うこと。 

五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

２ 前項の規定により、民間都市機構が同項各号に掲げる業務を行う場合には、民間都市開発法第

十条中「第四条第一項第二号」とあるのは「第四条第一項第二号及び都市再生特別措置法第二十

九条第一項第三号」と、民間都市開発法第十一条第一項及び第十二条中「第四条第一項各号」と

あるのは「第四条第一項各号及び都市再生特別措置法第二十九条第一項各号」と、民間都市開発

法第十四条中「第四条第一項第一号及び第二号」とあるのは「第四条第一項第一号及び第二号並

びに都市再生特別措置法第二十九条第一項第一号から第三号まで」と、民間都市開発法第二十条

第一号中「第十一条第一項」とあるのは「第十一条第一項（都市再生特別措置法第二十九条第二

項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下この号において同じ。）」と、「同項」と

あるのは「第十一条第一項」と、同条第二号中「第十二条」とあるのは「第十二条（都市再生特

別措置法第二十九条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」とする。 

３ 民間都市機構は、第一項第一号から第三号までに掲げる業務を行う場合においては、国土交通

省令で定める基準に従って行わなければならない。 

 

（民間都市機構の行う都市再生整備事業支援業務） 

第七十一条 民間都市機構は、第二十九条第一項に規定する業務のほか、民間事業者による都市再

生整備事業を推進するため、国土交通大臣の承認を受けて、次に掲げる業務を行うことができる

。 

一 次に掲げる方法により、認定整備事業者の認定整備事業の施行に要する費用の一部（公共施

設等の整備に要する費用の額の範囲内に限る。）について支援すること。 

イ 認定整備事業者（専ら認定整備事業の施行を目的とする株式会社又は合同会社に限る。）

に対する出資 

ロ 専ら、認定整備事業者から認定整備事業の施行により整備される建築物及びその敷地（以

下この号において「認定整備建築物等」という。）を取得し、当該認定整備建築物等の管理

及び処分を行うことを目的とする株式会社、合同会社又は特定目的会社に対する出資 

ハ 不動産特定共同事業法第二条第二項に規定する不動産取引（認定整備建築物等を整備し、

又は整備された認定整備建築物等を取得し、当該認定整備建築物等の管理及び処分を行うこ

とを内容とするものに限る。）を対象とする同条第三項に規定する不動産特定共同事業契約

に基づく出資 

ニ 信託（受託した土地に認定整備建築物等を整備し、当該認定整備建築物等の管理及び処分



を行うことを内容とするものに限る。）の受益権の取得 

ホ イからニまでに掲げる方法に準ずるものとして国土交通省令で定める方法 

二 認定整備事業者に対し、必要な助言、あっせんその他の援助を行うこと。 

三 前二号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

２ 前項の規定により、民間都市機構が同項各号に掲げる業務を行う場合には、民間都市開発法第

十一条第一項及び第十二条中「第四条第一項各号」とあるのは「第四条第一項各号及び都市再生

特別措置法第七十一条第一項各号」と、民間都市開発法第十四条中「第四条第一項第一号及び第

二号」とあるのは「第四条第一項第一号及び第二号並びに都市再生特別措置法第七十一条第一項

第一号」と、民間都市開発法第二十条第一号中「第十一条第一項」とあるのは「第十一条第一項

（都市再生特別措置法第七十一条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以下この

号において同じ。）」と、「同項」とあるのは「第十一条第一項」と、同条第二号中「第十二条

」とあるのは「第十二条（都市再生特別措置法第七十一条第二項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）」とする。 

３ 民間都市機構は、第一項第一号に掲げる業務を行う場合においては、国土交通省令で定める基

準に従って行わなければならない。 



【本則関係】 

 

○ 都市再生特別措置法施行規則（平成十四年国土交通省令第六十六号） 抄 

 

（認定事業の施行に要する費用の一部についての支援の方法） 

第五条 法第二十九条第一項第二号ホの国土交通省令で定める方法は、次に掲げるものとする。 

一 専ら認定事業の施行を目的とする認定事業者である特定目的会社に対する出資又は当該特

定目的会社が発行する社債の取得 

二 法第二十九条第一項第二号イからニまで及び前号に掲げる方法により同項第二号の業務を

行う法人に対して出資し、又はその業務に要する資金の一部を無利子で貸し付けること 

 

（認定整備事業の施行に要する費用の一部についての支援の方法） 

第二十六条 法第七十一条第一項第一号ホの国土交通省令で定める方法は、専ら認定整備事業の施

行を目的とする認定整備事業者である特定目的会社に対する出資とする。 


